
14.都心地区における来街者の滞留行動に関する研究

Behavioral Analysis of Visitors who Stay in Urban Core Areas
*　　　　　　　**
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To activate urban core areas in metropolitan area, it is necessary

to provide comfortable and convenient space for visitors. This

research aims to analyse staying behaviour of visitors in urban

core areas to find useful information for activation planning. The

first half, present condition of visitors behaviour are analysed

by using the index of staying time.　The latter half, various

factorsォhich affect visitors behaviour are evaluated by using

mathe汀Iatical aodels.

1.はじめに

境在、大都市圏の都心地区では、 J R貨物ヤ-ド跡

地の開発や郡市機能の更新といった多くの整備課題を

かかえているOこのような課題に直接的、もしくは間

接的に応えるために、従来から都心地区の郡市機能に

着目した分析が数多く行われてきた。特に交通施設整

備等の都市整備が都心地区の機能にどのような影響を

与えるかを分析した研究1.2.3) 、また、制度面や都市

構造論から都市機能の整備方同に言及しようとした研

究4・5)等がみられるo

一方、都心地区の持つもう一つの特徴は、多くの人

間が様々な目的を達成するために集中、分散している

ことである。従って、都心地区におけるこのような釆

街者の動向を明らかにし、その特性を把握しておくこ

とは重要な課題であるといえる。このような来街着の

行動に関する課題のうち、その目的地選択行動に着目

し、商業地の持つ魅力度が選択行勤に及ぼす影響を検

討した研究6).7)は既に行われている。また、都心地区

内における来街者のミクロな行動についても、歩行者

流8)や回遊生起手Jl積9)等に着目した研究がなされてお

り、交通行動の解明という点で一定の成果が得られて

SM

しかし、都心地区の活性化を念頭においてその整備

方向を論じるためには、来街着のミクロな行動分析や

目的地選択の分析だけでなく、釆街者と都心地区との

有機的な関わりを明らかにしていくことが現在におい

て最も重要な課題の一つであるといえる。このため、

本研究では都心地区における来街着の滞留行動に着目

し、特に滞留時間を指標としてその特性を明らかにす

ることとする。

2.滞留行動分析の意義と本研究の分析内容

( 1 )滞留行動分析の意義と課題

ここでは都心地区において滞留行動というものがど

のような意味を持っているかを簡単な例を用いること

によって説明する。まず、図一1、 2に来街者の滞留

行動塁を表す総滞留時間と、地区の活性度を示すと考

えられる指標との関連を示した。ここで総滞留時間は

各釆街者の地区内における滞留時間を全来街者につい

て合計したものである。図中の各点は本研究で対象と

する都心地区(後述)であり、図一1に業務行動、図

-2に自由行動の場合を示している。これらの図から

明らかなように、それぞれの行動における総滞留時間

と各指標の間にはBB著な相関がみられ、それらは総集

中トリップ数(地区選択者数)と各指標との相関度よ

りも高いものであった。また、一人あたりの平均滞留

時間とこれらの関連についても検討したが、これほど

には顕著な傾向はみられなかった。以上より、多くの

業務滞留を可能とし、快適な自由滞留を行えるような

環境を整えることによって、そこをより活動水準の高

い地区にできると期待できる。このように滞留行動分

析は非常に発展性に富む課題であるが、現在までは観

光行動分析等においていくつかの分析例がみられるに

留まっている10)0

(2)本研究の分析内容と全体構成

本研究では都心地区における滞留行動について、次

の三点を解明するこ車を試みるO
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図一1都心地区における業務総滞留時間と

最高地価額との関連

1)これまで十分に把接されていなかった都心地区にお

ける滞留行動について、それらが実際にどのような

塁と特性を持っているかを滞留時間を指標とするこ

とによって明らかにする。

2)類似した行動様式を持っ業務行動主体を基本単位と

し、都心地区における業務滞留時間を規定している

要因を分析し、これによりどのような施策が業務活

動の活性化に役立つかを考察する。

3)都心地区の持つ様々な魅力や特性が、自由滞留時間

に及ぼす影響を定量的に明らかにし、自由滞留に有

効な施策を考察する。

以下、3.では本研究の特徴と対象地区や使用データ

等の前提について述べる。次に4.において各部心地区

における滞留行動の特性を定量的に分析する。また、

5.では業務滞留時間について、6.では自由滞留時間

について、それらに影響を及ぼす要因について明らか

にする。・最後に7.では、本研究で得られた成果と今後

の課題についてまとめる。

3.本研究の特徴と前提

(1)本研究の特徴

本研究は次のような特徴を持っている。

1)都市既レベルの定塁的分析から厳密に求めた都心地

区を対象とする。

2)パーソントリップ調査のデータを用いることによっ

て多数のサンプル数を確保し、都心地区における来

街者の滞留行動の全体を分析する。

3)来街着の行動環境に対する評価データをもとに、類

似した行動環境を重視する行動主体を行動群として

類型化し、分析の基本単位とする。

4)滞留行動の分析指標として、2.(1)で述べたように、

地区の活性度と密接な関連を持つ滞留時間を用いる0
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図-2　都心地区における自由総滞留時間と

小売り販売額との関連

表-1本研究で対象とする都心地区

地 域名 (地区数 ) 都　 心　 地　 区　 名

大 阪市　 (1 7 ) 1 .梅田　 2 . 野田　 3 ・天神橋 筋六丁 目　 4 滴 森町　 5 .京橋

6 .本町　 7 . 天満構 ・森之富　 3 ・上 本町　 9 .九条 10 .難攻

l L 恵比寿 町 ・今宮 1乙 天王寺 ・阿倍野 1 3. 璃鰭 14 . 大正

1 5. 新大阪 16 . 十三 17. 千林

大 阪市以外 の 1 8. 堺東 1g .庄 内　 2 0. 千旦 中央　 2 1. 吹田　 2 2 .高槻　 2 3. 茨木

大 阪府　 (1 1 ) 2 4. 寝星川　 25 . 枚方　 2 6. 守 ロ　 27 . 布施　 2 8. 長瀬

神 戸市　 (4 ) 29 . 三富　 3 0 .神 戸 ・元町　 3 1 .渡 川 ・新開 地　 32 . 長田

神 戸市以外 の 33 . 塚 口　 3 4 .尼 崎

兵庫 県　 (4 ) 3 5. 西宮　 3 6 .明 石

京 酢市　 (3 ) 3 7.鳥 丸　 3 3 .河原 町　 3 9. 嵐川　 4m 未 払駅　 4 1. 紙閲

42 . 大官　 4 3 .丹 波 口 I l. 西陣

その他　 (3 ) 4 5. 大津　 4 6 .奈 良　 4 7. 和歌山

5)来街者の滞留行動に影響を及ぼしている様々な要因

を簡単なモデルを用いて定量的に明らかにし、都心

地区活性化のために有効な施策を考察する。

(2)対象とする都心地区

本研究では京阪神都市圏における表-1に示す沼の

都心地区を対象とした3)。これらは国勢調査における

調査単位である国勢統計区を最小地区単位とし、それ

を適宜組み合わせることによって設定したものであり、

各々約2km2ほどの面積を有する。地区設定における判

定基準としては、a)鉄道駅の乗車人数、b)従業者数密

度、C)都市型産業(卸・小売業、金融・保険業、不動

産業、サービス業、公務)従業者比率、d)地区中心か

らの距離を用いている。ここで、a)、b)、C)で地区の持

つ都心としての性質を表現し、d)によって都心地区の

範囲を正確に定めている。これら都心地区は全体で、

面積では京阪神都市圏全体の1.1%にすぎないが、19

80年において商業系従業者数については約42%、サー

ビス系従業者数は約35%を占めている11)。

(3)対象トリップと滞留行動の分析方法

本研究では昭和55年に京阪神都市圏で実施されたパ

ーソントリップ調査の被験者が行なったトリップのう

ち、都心地区を到着地としたトリップを分析対象トリ
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ヅプとした。トリップの抽出に際してはパーソントリ

ップ調査の調査単位である市町村を数個程度に分割し

た「4桁ゾーン」と都心地区の照合を行っている。ま

た、自由目的トリップには飲食・買物・娯楽等が含ま

れ、業務トリップには図-3の凡例に記載の目的が含

まれている。なお、帰宅途上の立ち寄りとしての自由

トリップはデータから除いている。この結果、分析対

象トリップとして約11万トリップを得ることができた。

また、パーソントリップ調査に示された拡大係数と補

正係数を用いて地区利用者数の推計値を算出し、分析

に用いている。これによると、全都心地区における拡

大・補正後の地区利用者数(平日)は、自由目的と業

務目的でそれぞれ122万トリップと77万トリップとなっ

ている。

本研究では滞留行動の最小単位として、人がある目

的のためにその目的地に到着してから、次の目的のた

めにトリップを行なうまでの行動を指すものとし、そ

の間の滞留時間を分析指標として用いることとする。

滞留時間の算出方法は次式に示す通りである。

TlJk=tdlJ(k+1)一talJk (1)

ここに、

TUk:個人iがk番目のトリップで訪れた目的地jで

の滞留時間

td:出発時刻　　ta:到着時刻　j:目的地

図-3　各部心地区における

来街着の滞留状況

このようにして求めた個人の滞留時間を各部心地区

ごとに合計することで、その地区における来街者の総

滞留時間を求めることができる。

4.各部心地区における滞留行動の現況

図-3は対象とした各部心地区における来街着の滞

留状況について、各都心地区の地理的配置を配慮して

3つの図に分けて総滞留時間と目的構成を示したもの

である。ここで自由目的トリップは、日常的な買物・

食事からなる日常的トリップと非日常的な買物・娯楽

からなる非日常トリップの2つに分けている。この結

果から次のようなことが明らかになった。

1)(その1)の三大都　市(大阪・神戸・京都)中心

部における　都心地区の中で、自由滞留時間が業務

より相対的に長い地区においては、自由目的の中で

も特に非日常目的滞留が占める時間の長いことがわ

かる。また、業務滞留時間が相対的かつ絶対的に長

い都心地区では、業務の中でも特に会議型滞留の占

める時間が長くなっている。

2)(その2)の衛星都市における都心地区ではいずれ

も業務より自由滞留時間が相対的に長くなっている。

また、大阪都心の業務機能を補完する千里中央地区

では、滞留時間は短いが業務滞留時間の中でも会議

型滞留の占める割合が高い。

3)(その3)より、三大都市周辺部には多様な滞留特

性を持つ地区が含まれていることがわかる。この中
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でもAグループの野田、丹波口地区で商業型業務滞

留の比重が高いのは、これらの地区が卸売市場を有

しているためである。また、Bグループは大宮、西

陣、長田等の旧来からの現業型地区であり、相対的

に作業型滞留の占める割合が高い。一方、Cグルー

プの新大阪、京都駅地区では、新幹線駅を有してい

るために都市圏外への非日常型トリップの比重が高

くなっている。

5.業務滞留時間に関する要因分析

(1)業務行動群の設定

業務行動は行動主体の業務内容等が異なることによ

ってその行動特性が大きく異なると考えられる。例え

ば建設業を例にとると、その管理部門と作業部門では

類似した滞留行動をとるとは考えにくい。しかし、既

存の日本標準産業分鼠に基づいた分析ではその違いを

明確にするのは困難である。このため、本研究では類

似した行動環境を重視する行動主体を「行動群」とし

て類型化し、業務行動の分析単位として用いることと

する。

行動群の設定は、業種と業務内容を組み合わせた分

析の最小単位となる業務行動主体を類型化することに

よって行った。具体的には表-2に示す立地条件に対

する評価項目(大阪市において事業所を対象として昭

和55年に実施された業務パーソントリップ調査による)

に関する回答をデータとし、各変数に共通に含まれる

潜在的な因子を求めるために主因子法による因子分析

を行った。この結果「自動車の利便性」、「顧客への

サービス特性」という2つの因子が得られた。なお、

この2つの因子による累積寄与率は64.9%である。この

因子空間上において、各業務行動主体を最近隣法にも

とずくクラスター分析によって図-4に示すように行

動群として類型化した。

(2)業務滞留時間分析モデル

次に、数量化理論I類を用いることによって行動群

ごとに業務滞留時間分析モデルを作成し、都心地区に

おいて業務滞留行動を規定している要図を分析した。

このモデルでは個人の業務滞留時間を外的基準とし、

表-3に記載のトリップ属性・個人属性・地区要因に

関する10種類の属性と要因を説明変数として分析を行

った。また、業務の種類と内容に着目した7つの行動

群は事業所を対象とした業務アンケート調査によるも

のであり、これを個人対象のパーソントリップ調査に

おける産業と職業内容と対応づけ、各トリップを7通

82

表-2　行動環境に対する
評価項目

(9 鉄道 ・パスの便利さ

Q ) 付近 の道路の広さ

(診 駐 車のしやすさ

⑥ 住んでいる人の多さ

◎ 人通 りの多さ

(り 取 引先との近さ

① 同業者との近さ

凡例(粟横行助主体一驚)

番 号 妃 号 集　　 積 某 賄 内 容 番 号 尊己号 t　　 ■ 業 務 内 容

l
●
建 設 業 菅 瑠 「 事 楕 12 □ 不 動 産 ■ サ ー ビ ス

2 壌 没 書 工 事 0

★

小 売 業 仕 入 牒 涜

1 朋 適 業 仕 入 ・眼 光 1 1 ′1、先 業 サ ー・ビ ス

l 象き過 賞 到 遭 ・加 工 1 5 小 売 業 裏 道 ・加 工

5 製 通 1 管 理 ・事 楕 川 小 売 1 管 理主 事 璃

l
(⊃

卸 売 集 管 理 ・雷 摂 11

■

飲 食 店 腋 か 虻 工

1 即 売 薫 仕 入 ・販 売 11 飲 食 店 サ ー ビ ス

l
▲
運 輸 ・過 信 集 保 管 ・運 輸 ‖ 飲 食 店 仕 入 ・販 売

1 運 輸 ・通 信 業 サ ー ビ ス 2 0

0

サ ー ビ ス 叢 サ ー ビ ス

10 △ 金 融 ・保 険 業 　　　＼ 2 1 サ ー ビ ス ■ 管 理 ・事 楕

= 〔] 不 動 産 幾 管 理 ・事 務 ‖ 1 サ ー ビ ス 薫 裏 庭ト 加 工

図-4　行動群の設定結果

りの行動群に分類して、各群ごとに分析を行った。そ

の結果得られた各変数の偏相関係数値を基準化した結

果を表-3に示す。この表からいずれの行動群におい

てもトリップ目的や出発・到着施設の違いがその滞留

時間に大きな影響を与えていることがわかる。また、

いくつかの特徴的な行動群、および変数におけるカテ

ゴリー値を図-5に示す。この結果から以下のことが

考察できる。

1)現業型行動群において、作業・修理目的の滞留は特

に長く、それ以外の目的において非常に短くなる傾

向がある。また、金融保険型行動群は視察・調査、

接待等において他の行動群よりも相対的に滞留時間

が長くなっている。

2)利用交通手段別にみると、公共交通を利用した場合

は滞留時間が比較的長く、自動車利用の場合は短く

なっており、この傾向は特に地域商業型行動群にお



表一3　業務滞留時間分析モデルから得られた各変数の偏相関係数

説明変数　　 行 動群 管理現 業 現　 業 流　 通 地 域商 業 近隣商 業 金融 保険 サー ビス

ト　プ
リ　属

ヅ 性

ト リ ッ プ 目 的 * 0.360 ● 0.356 * 0 .197 * 0 .2 05 書 0.185 * 0.3 28 * 0.295

所　 要　 時　 間 0 .074 0.10 7 0 .0 44 0 .0 88 0.017 * 0. 124 0.072

利 用 交 通 手 段 0.095 0.06 4 0 .0 89 * 0 .143 * 0.159 0. 096 0.038

個
人

属
性

産　　　　　 業 0. 024 0.019 0.1 04 、　　＼ 、、、・＼ _ 0.00 9 、 、一一、L

職　　　　　 業 0. 03 5 0.056 0.1 00 0.06 4 0 .097 0.07 1 0 .042

年　　　　　 齢 0. 046 0.050 0.073 0.0 38 0 .108 0.06 1 0.036

性　　　　　 別 0.013 0.023 0.041 仇 064 0 .105 0.006 0. 042

地
区 要
因

到　 着　 施　 設 * 0. 153 0 .113 0.110 * 0.133 0 .065 0.117 * 0. 168

出　 発　 施　 設 * 0.14 0 * 0.179 *　0.164 * 0.160 * 0 .157 * 0.133 * 0. 183

地 区 タ　 イ　 プ 0.06 0 0 .033 0.078 0.085 0 .107 0.054 0. 063

蜜 柑 関 係 数 0.745 0.糾 3 0.697 0.807 0 .8 10 0.714 0.7 01

カ テ ゴ リー カ テ ゴ リ 一 億

汀3 0 - 2 0 - 1 0　 0 1 0　 2 0　 3 0 1

目

的

A　 . ム ・一一● t
日　　　 下 -52 1

書 類 持 参 受 領

販 売 ・配 達

作 業 ・修 理

接 待 ・送 迎

視 察 ・調 査

H I 2

-4 4.1 .
ナ5.9

8 9.1

4 五

日†
.7 8.1

手

段

鉄 道

パ ス

自動 車

徒 歩 ・二 輪

‥†

-C ● ・十

到

着

施

設

官 公 庁

事 務 所 ・会 社

工 事 現 場

商 店 ・デ 八°小

†・e
く〉・一一◆ ・

● 一

卸 売 市 朝 倉
注)サンプル数が少ない場合は除いた

†現業塾　○地域商業型　●金融保険型

注)*:偏相関係数が0.120より大きい場合

図-6　自由滞留時間の要因分析に関する手順

図-5　業務滞留時間分析モデルにおけるカテゴリー値の例

いて顕著である。

3)官公庁、商店等の施設においては金融保険型行動群

の滞留時間が現業型行動群の滞留時間より相対的に

長くなっている。一方、工事現場や卸売市場・倉庫

等の施設では各々現業型、地域商業型行動群の滞留

時間が長くなっている。

以上により、トリップ属性・個人属性・地区要因が多

枝に影響して業務行動の滞留時間を規定していること

が明かとなった0しかし、このような滞留時間の長さ

は業務行動による一つの結果であり、その長さだけで

地区の活性化を考察するよりも、レベルの高い業務活

動を誘引し、滞留させる必要条件としての広域的観点

にたった地区痙備のあり方が検討することがより重要

であろう。

6・自由詩留時間に関する要因分析

ここでは、都心地区の持つ様々な魅力や特性が自由

的行動に及ぼす影響を定量的に明らかにする。分析

は、まず図一6に示すように、地区の持つ魅力や特性

に関わらない、各トリップの個人属性や目的等のトリ

ップ属性が滞留時間に及ぼす影響を数量化I類モデル

を用いることによってあらかじめ除外した。このモデ

ルでは、個人の滞留時間を外的基準とし、トリップ目

的・交通手段・所用時間・年齢・職業を説明変数とし

ている。次に、その結果として得られた、滞留時間の

うち個人・トリップ属性によらない部分(残差)が、

各部心地区の魅力や地区特性によってどの程度説明さ

れるかを自由滞留時間分析モデルによって明らかにし

た。なお、このモデルは、上述の分析による残差を図

一7に記載の地区要因を用いて線形回帰するものであ

る0この結果得られた自由滞留時間分析モデ!レのパラ

メータ値を図-7に示す。この図から次のことがわか

る。

1)小売業やサービス業に特化した地区では自由滞留時

間が長くなる傾向がある。

2)百貨店、スーパーマーケットなど滞留空間を提供す

る商業核となる施設の多い地区で自由滞留時間が長
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説 明 変 数　 (餞 考 )
/ 尊 メ ー タ 値 ( 分 )

t 壇

- 8　　 - 4　　 - 2　　　 0　　　 2　　　 4

日 中 売 笑 特 化 ダ ミー

(小 売 葉 書 成 比 40 1以 上 な ら 1 ) 甚 亘 係 数 ( 0 . 8 3 1 )

2 ) 公 的 再 開 発 地 区 ダ ミ ー

(公 的 揮 開 発 が 既 に 行 わ 九 で い る 地 区 は 1 )

・.・..・.-.・.・.・.・.・.・.-

1 . 2 7

3 ) サ ー ビス 茶 菓 櫨 特 化 ダ ミ ー

(サ ー ビ ス 累 乗 檀 # 成 比 4 0 I以 上 な ら 1 ) 3 . 8 4

4 ) 百 貨 店 充 リ 4 面 積

(売 り場 面 積 580 0 0 m t当 た り ) 2 . 9 1

3 . 1 6

5 ) 沸 留 人 口 密 度

(滞 留 人 口 密 ま 3 00 0 (人 /b ㍉ ) 当 た り ) *

6 ) ユーJl一一マーわ トの 軒 数

3. 9 9

7 ) 鉄 道 乗 換 駅 ダ ミ ー

(地 区 内 に 複 数 会 社 鰻 間 の 乗 換 駅 が あ れ ば 1 ) - 3 . 2 3

8　　　　　 ダ ミ ー

(府 県 庁 と大 阪 ・神 戸 ・東 部 市 役 所 所 在 地 に 1 )
- 4 . 5 9

注*)ちなみに梅田地区の平均滞留人口密度は6377(人/kml)

図-7　日申滞留時間分析モデルの作成結果

くなっている。

3)地区の脂やかさを表現する滞留人口密度の高い地区

において滞留時間が長くなる傾向があるのに対し、

官庁街や乗り換え駅を中心として発達した地区では

自由滞留時間が相対的に短くなっている。

このように地区特性によって自由目的トリップの滞留

時間は大きな影響を受けることがわかる0

7.おわりに

以上、本研究では都心地区における来街者の滞留行

動特性を滞留時間を指標とすることによって把挺する

ことを試みた。また、都心地区における魅力や様々な

特性が業務滞留行動や自由滞留行動に及ぼす影響を定

量的に明らかにした。本論文の目的はもともと、滞留

行動からみた都心地区整備についての知見を得ること

にあるが、そのためには今後、次のような事項につい

て検討を進める必要がある。

1)施設整備効果による業務滞留への影響は、タイムラ

グを伴って発生すると考えられる。これに対し商業

施設の開設は、その日から自由滞留の増加がみられ

る。各滞留ごとのこのような特性の違いも都市整備

方策の策定において考慮する必要がある。

2)本研究は都心地区における滞留行動の実態を滞留時

間の面から把握することに重点を置き、分析の際に

個人のトリップチェイン等について配慮していない。

滞留時間の指標では地区整備のためのある程度マク

ロ的な検討は行えるが、それ以上に分析結果をきめ

細かな施策に結び付けるためには今後の検討が必要

である。

3)分析に用いたパーソントリップ調査は休日のデータ

が含まれていないため、総合的な検討が必要な場合

は独自に調査を追加することも考えられる。また、
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業務や余暇の形態が将来的に変化することも考えら

れるため、それらが滞留行動にどのような変化を与

えるかを明らかにしていく必要もあろう。
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